
平成 18 年８月吉日 

お客様 各位 

メリルリンチ・インベストメント・マネジャーズ株式会社 

 

メリルリンチ・ワールド・ボンド・オープン（為替変動型）/（為替変動回避型） 

約款変更 (予定) のお知らせ 

 

拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

この度、ご投資いただいております、追加型証券投資信託「メリルリンチ・ワールド・ボンド・

オープン（為替変動型）」、「メリルリンチ・ワールド・ボンド・オープン（為替変動回避型）」（以

下「為替変動型」、「為替変動回避型」または「各ファンド」といいます。）および各ファンドが主

要投資対象としている「メリルリンチ・ワールド・ボンド・マザーファンド（為替変動型）」およ

び「メリルリンチ・ワールド・ボンド・マザーファンド（為替変動回避型）」（以下、各々「マザー

ファンド（為替変動型）」、「マザーファンド（為替変動回避型）」といいます。）につきまして、下

記の通り信託約款の変更を予定しておりますので、お知らせいたします。 

敬具 

記 

予定している重大な約款変更の内容 

（「重大な約款変更」とは、ファンドの商品性などにかかる約款変更をいいます。） 

「為替変動型」、「マザーファンド（為替変動型）」 

変更箇所 変更の内容 

①運用の権限委託 運用指図に関する権限を、ブラックロック・グループの下記運用会社へ委託し

ます。 

商号 委託する権限 

ブラックロック・ファイ

ナンシャル・マネジメン

ト・インク 

外国債券等（主として米州地域）の運用ならびに

当該運用に付随する為替売買および為替ヘッジの

指図に関する権限 

日本の債券等の一部運用に関する権限 

投資信託財産にかかる地域配分等の包括的な投資

判断を行う権限（当該権限は委託者と共有するも

のとします。） 

ブラックロック･インベ

ストメント・マネジメン

ト（ＵＫ）リミテッド 

外国債券等（主として欧州地域）の運用ならびに

当該運用に付随する為替売買および為替ヘッジの

指図に関する権限 

ブラックロック・インベ

ストメント・マネジメン

ト（オーストラリア）リ

ミテッド 

外国債券等（主として日本を除く環太平洋地域）

の運用ならびに当該運用に付随する為替売買およ

び為替ヘッジの指図に関する権限 

 

 

②運用の基本方針 

 

1）投資対象とする公社債の格付を取得時において投資適格格付（ＢＢＢマイ

ナス、Ｂａａ３または同等の格付、またはそれ以上の格付）とします。 

2）デリバティブについて、現在は価格変動リスクをヘッジする為の利用に限

定していますが、変更後はデュレーション・リスク等を調整する為などの

ヘッジ目的以外にも活用することがあります。 

3）外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いませんが、一部機動

的な運用を行う場合もあります。 

目論見書 差込用 



「為替変動型」、「マザーファンド（為替変動型）」（続き） 

変更箇所 変更の内容 

③①および②の変

更に付随する変

更 

運用の基本方針の変更および運用の指図に関する権限の委託に伴い、投資対

象資産の種類の追加、私募債等に関する投資制限の削除、先物等取引および

外国為替予約取引の範囲および目的の変更を行います。 

 

「為替変動回避型」、「マザーファンド（為替変動回避型）」 

変更箇所 変更の内容 

①運用の権限委託 運用指図に関する権限を、ブラックロック・グループの下記運用会社へ委託

します。 

商号 委託する権限 

ブラックロック・ファイ

ナンシャル・マネジメン

ト・インク 

外国債券等（主として米州地域）の運用ならびに

当該運用に付随する為替売買および為替ヘッジの

指図に関する権限 

日本の債券等の一部運用に関する権限 

投資信託財産にかかる地域配分等の包括的な投資

判断を行う権限（当該権限は委託者と共有するも

のとします。） 

ブラックロック･インベ

ストメント・マネジメン

ト（ＵＫ）リミテッド 

外国債券等（主として欧州地域）の運用ならびに

当該運用に付随する為替売買および為替ヘッジの

指図に関する権限 

ブラックロック・インベ

ストメント・マネジメン

ト（オーストラリア）リ

ミテッド 

外国債券等（主として日本を除く環太平洋地域）

の運用ならびに当該運用に付随する為替売買およ

び為替ヘッジの指図に関する権限 

 

 

②運用の基本方針 

 

1）投資対象とする公社債の格付を取得時において投資適格格付（ＢＢＢマ

イナス、Ｂａａ３または同等の格付、またはそれ以上の格付）としま

す。 

2）デリバティブについて、現在は価格変動リスクをヘッジする為の利用に

限定していますが、変更後はデュレーション・リスク等を調整する為な

どのヘッジ目的以外にも活用することがあります。 

3）外貨建資産については、原則として為替ヘッジにより為替変動リスクの

低減を図ることを基本としますが、一部機動的な運用を行う場合もあり

ます。 

③①および②の変

更に付随する変

更 

運用の基本方針の変更および運用の指図に関する権限の委託に伴い、投資対

象資産の種類の追加、私募債等に関する投資制限の削除、先物等取引および

外国為替予約取引の範囲および目的の変更を行います。 

 

＜約款変更予定日および約款変更適用予定日＞ 

約款変更予定日  ：平成18年10月１日 

約款変更適用予定日：平成18年10月23日 

以上



＜ご参考＞ 予定しているその他の約款変更の内容 

 

「為替変動型」、「為替変動回避型」 

変更箇所 変更の内容 

①ファンドの名称 ファンドの名称を以下の通り変更します。 

為替変動型： 

「ブラックロック・ワールド・ボンド・オープン（為替ヘッジなし）」 

為替変動回避型： 

「ブラックロック・ワールド・ボンド・オープン（為替ヘッジあり）」 

②委託会社の商号 

変更 

「ブラックロック・ジャパン株式会社」に商号変更をします。 

③償還条項 信託を解約させることができる受益権口数につき、約款の記載を整備します。

④取得申込および

一部解約請求不

可日 

取得申込および一部解約請求不可日を米国の銀行の休業日に変更します。 

 

「マザーファンド（為替変動型）」、「マザーファンド（為替変動回避型）」 

変更箇所 変更の内容 

①ファンドの名称 ファンドの名称を以下の通り変更します。 

マザーファンド（為替変動型）  ： 

「ブラックロック・ワールド・ボンド・マザーファンド（為替ヘッジなし）」 

マザーファンド（為替変動回避型）： 

「ブラックロック・ワールド・ボンド・マザーファンド（為替ヘッジあり）」 

②委託会社の商号 

変更 

「ブラックロック・ジャパン株式会社」に商号変更をします。 

 

＜約款変更予定日および約款変更適用予定日＞ 

約款変更予定日  ：平成18年10月１日 

約款変更適用予定日：①～③ 平成18年10月１日 

④   平成18年10月23日 

 



＜ご参考＞ 約款新旧対照表 
メリルリンチ・ワールド・ボンド・オープン（為替変動型） 

新 旧 

追加型証券投資信託［ブラックロック・ワールド・ボン

ド・オープン（為替ヘッジなし）］約款 

 

追加型証券投資信託［メリルリンチ・ワールド・ボンド・

オープン（為替変動型）］約款 

 
－ 運用の基本方針 － 

 

２.運用方法 

(１)投資対象 

ブラックロック・ワールド・ボンド・マザーファンド

（為替ヘッジなし）受益証券を主要投資対象とします。

(２)投資態度 

① 主としてブラックロック・ワールド・ボンド・マ

ザーファンド（為替ヘッジなし）受益証券への投

資を通じて、世界主要国の国債等（国債、政府機

関債、国際機関債）を中心に公社債に投資しま

す。投資する公社債は、取得時において投資適格

格付（BBBマイナス、Baa3または同等の格付、また

はそれ以上の格付）が付与されているもの、また

は同等の信用度を有すると判断されるものとしま

す。 

② シティグループ世界国債インデックス・円ベース

をベンチマークとし、ベンチマークを上回る投資

成果を目指します。 

③ デュレーション･リスク、イールド・カーブ･リス

ク、セクター･リスク等の調整にあたっては、債券

先物取引等のデリバティブを活用することがあり

ます。 

④ 実質外貨建資産については、原則として為替ヘッ

ジを行いませんが、一部機動的な運用を行う場合

もあります。 

⑤ ブラックロック・グループの運用会社に、以下の

運用の指図に関する権限を委託します。 

ブラックロック・フ

ァイナンシャル・マ

ネジメント・インク

(BlackRock 

Financial 

Management, Inc.) 

外国債券等（主として米州

地域）の運用ならびに当該

運用に付随する為替売買お

よび為替ヘッジの指図に関

する権限 

日本の債券等の一部運用に

関する権限 

投資信託財産にかかる地域

配分等の包括的な投資判断

を行う権限（当該権限は委

託者と共有するものとしま

す。） 

ブラックロック･イン

ベストメント・マネ

ジメント（ＵＫ）リ

ミテッド(BlackRock 

Investment 

Management (UK) 

Limited) 

外国債券等（主として欧州

地域）の運用ならびに当該

運用に付随する為替売買お

よび為替ヘッジの指図に関

する権限 

ブラックロック・イ

ンベストメント・マ

ネジメント（オース

トラリア）リミテッ

ド（BlackRock 

Investment 

Management 

(Australia) 

Limited） 

外国債券等（主として日本

を除く環太平洋地域）の運

用ならびに当該運用に付随

する為替売買および為替ヘ

ッジの指図に関する権限 

⑥ 前記に関わらず、委託者は、日本を除く市場の休

場日等に投資環境の変化等が認められた場合等に

必要に応じて、外国債券等の運用ならびに当該運

用に付随する為替売買および為替ヘッジの指図を

自ら行うことができます。 

－ 運用の基本方針 － 

 

２.運用方法 

(１)投資対象 

メリルリンチ・ワールド・ボンド・マザーファンド

（為替変動型）受益証券を主要投資対象とします。 

(２)投資態度 

・ 主としてメリルリンチ・ワールド・ボンド・マザ

ーファンド（為替変動型）受益証券に投資しま

す。 

 

 

 

 

 

 

・ シティグループ世界国債インデックス・円ベース

をベンチマークとします。 

 

 

 

 

 

・ 実質外貨建資産については、為替ヘッジを行ないま

せん。 

 



⑦ 資金動向、市場動向、残存信託期間等によって

は、上記のような運用が出来ない場合もありま

す。 

［信託の種類、委託者および受託者］ 

第１条 この信託は、証券投資信託であり、ブラックロッ

ク・ジャパン株式会社を委託者とし、三菱ＵＦＪ

信託銀行株式会社を受託者とします。 

 

［信託の種類、委託者および受託者］ 

第1条 この信託は、証券投資信託であり、メリルリンチ・

インベストメント・マネジャーズ株式会社を委託

者とし、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社を受託者と

します。 

［受益証券の売却単位および売却価額］ 

第11条 （省略） 

ただし、米国の銀行の休業日に当たる場合は、受益

証券の取得申込の受付けは行ないません。 

 

（以下省略） 

［受益証券の売却単位および売却価額］ 

第11条 （省略） 

ただし、ニューヨーク証券取引所およびフランクフ

ルト証券取引所の休場日に当たる場合は、受益証券の

取得申込の受付けは行ないません。 

（以下省略） 

［投資の対象とする資産の種類］ 

第15条の２ この信託において投資の対象とする資産の種類は、次

に掲げるものとします。 

１．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び

投資法人に関する法律第２条第１項で定めるものをいい

ます。以下同じ。） 

ｲ.～ﾇ．（省略） 

ﾙ．金融デリバティブ取引（投資信託及び投資法人に関す

る法律施行規則第４条第１号、第２号、第３号および

第５号で定める取引に限ります。）に係る権利 

（以下省略） 

［投資の対象とする資産の種類］ 

第15条の２ この信託において投資の対象とする資産の種類は、次

に掲げるものとします。 

１．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び

投資法人に関する法律第２条第１項で定めるものをいい

ます。以下同じ。） 

ｲ.～ﾇ．（省略） 

ﾙ．金融デリバティブ取引（投資信託及び投資法人に関す

る法律施行規則第４条第５号で定める「スワップ取

引」に限ります。）に係る権利 

（以下省略） 
［運用の指図範囲等］ 

第16条 委託者（第17条の２に規定する委託者から委託を受けたも

のを含みます。以下第17条、第18条から第27条まで、第29

条および第35条から第36条までについて同じ。）は、信託

金を、主としてブラックロック・ジャパン株式会社を委託

者とし、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社を受託者として締結

されたメリルリンチ・ワールド・ボンド・マザーファンド

（為替ヘッジなし）（以下「親投資信託」といいます。）

の受益証券のほか、次の有価証券に投資することを指図し

ます。 

1.～13.（省略） 

14．投資証券もしくは投資法人債券または外国投資証券（証

券取引法第２条第１項第７号の２で定めるものをいいま

す。） 

15.～20.（省略） 

なお、第１号の証券または証書、第12号ならびに第17

号の証券または証書のうち第１号の証券または証書の

性質を有するものを以下「株式」といい、第２号から

第６号までの証券および第12号ならびに第17号の証券

または証書のうち第２号から第６号までの証券の性質

を有するもの、および第14号の証券のうち投資法人債

券を以下「公社債」といい、第13号の証券および第14

号の証券（投資法人債券を除きます。）を以下「投資

信託証券」といいます。 

②～⑦（省略） 

［運用の指図範囲等］ 

第16条 委託者は、信託金を、主としてメリルリンチ・インベスト

メント・マネジャーズ株式会社を委託者とし、三菱ＵＦＪ

信託銀行株式会社を受託者として締結されたメリルリン

チ・ワールド・ボンド・マザーファンド（為替変動型）

（以下「親投資信託」といいます。）の受益証券のほか、

次の有価証券に投資することを指図します。 

 

 
 

1.～13.（省略） 

14．投資証券または外国投資証券（証券取引法第２条第１項

第７号の２で定めるものをいいます。） 

 
15.～20.（省略） 

なお、第１号の証券または証書、第12号ならびに第17

号の証券または証書のうち第１号の証券または証書の

性質を有するものを以下「株式」といい、第２号から

第６号までの証券および第12号ならびに第17号の証券

または証書のうち第２号から第６号までの証券の性質

を有するものを以下「公社債」といい、第13号の証券

および第14号の証券を以下「投資信託証券」といいま

す。 

 
②～⑦（省略） 

⑧ 委託者は、信託財産に属する私募により募集され

た国内の社債（短期社債等を除く）および市場価

格で売却できない外債の時価総額と親投資信託の

信託財産に属する私募により募集された国内の社

債（短期社債等を除く）および市場価格で売却で

きない外債の時価総額のうち信託財産に属すると

みなした額との合計額が信託財産の純資産総額の

100分の15を超えることとなる投資の指図をしませ

ん。 

⑨ 前項において親投資信託の信託財産に属する私募

により募集された国内の社債（短期社債等を除

く）および市場価格で売却できない外債の時価総

額のうち信託財産に属するとみなした額とは、信

託財産に属する親投資信託の時価総額に親投資信

託の信託財産純資産総額に占める私募により募集

された国内の社債（短期社債等を除く）および市

場価格で売却できない外債の時価総額の割合を乗

じて得た額をいいます。 

 



［運用の権限委託］ 

第17条の２ 委託者は、運用の指図に関する権限のうち、次に定め

る権限を次の者に委託します。 
商号 委託する範囲 所在地 

ブラックロッ

ク・ファイナ

ンシャル・マ

ネジメント・

インク

(BlackRock 

Financial 

Management, 

Inc.) 

外国債券等

（主として米

州地域）の運

用ならびに当

該運用に付随

する為替売買

および為替ヘ

ッジの指図に

関する権限 

日本の債券等

の一部運用に

関する権限 

投資信託財産

にかかる地域

配分等の包括

的な投資判断

を 行 う 権 限

（当該権限は

委託者と共有

するものとし

ます。） 

40 East 52nd 

Street New 

York, NY USA 

ブラックロッ

ク･インベスト

メント・マネ

ジメント（Ｕ

Ｋ）リミテッ

ド (BlackRock 

Investment 

Management 

(UK) Limited) 

外 国 債 券 等

（主として欧

州地域）の運

用ならびに当

該運用に付随

する為替売買

および為替ヘ

ッジの指図に

関する権限 

33 King 

William 

Street, 

London , UK 

ブラックロッ

ク・インベス

トメント・マ

ネジメント

（オーストラ

リア）リミテ

ッド

（BlackRock 

Investment 

Management 

(Australia) 

Limited） 

外 国 債 券 等

（主として日

本を除く環太

平洋地域）の

運用ならびに

当該運用に付

随する為替売

買および為替

ヘッジの指図

に関する権限 

120 Collins 

Street, 

Melbourne, 

Victoria, 

Australia 

② 前項の委託を受けた者が受ける報酬は、第43条に基づいて

委託者が受ける報酬から委託者の事業年度の毎四半期末の

とき支弁するものとし、その報酬総額は第40条に規定する

計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に年10000分

の26.88の率を乗じて得た額とし、各委託先への配分は別に

定めるものとします。 

③ 第１項の規定にかかわらず、委託者は、日本を除く市場の

休場日等に投資環境の変化等が認められた場合等に必要に

応じて、外国債券等の運用ならびに当該運用に付随する為

替売買および為替ヘッジの指図を自ら行うことができま

す。 

④ 第１項の規定にかかわらず、第１項により委託を受けたも

のが、法律に違反した場合、この信託約款の違反となる運

用の指図に関する権限の行使をした場合、信託財産に重大

な損失を生ぜしめた場合等、その他の理由により必要と認

められる場合には、委託者は、運用の指図に関する権限の

委託を中止またはその委託内容を変更することができま

す。 

 

［運用の権限委託］ 

第17条の２    （削除）  

 

［先物取引等の運用指図・目的・範囲］ 

第21条 委託者は、信託財産が運用対象とする有価証券の価格変動

リスクを回避するため、または信託財産の効率的運用のた

め、わが国の証券取引所における有価証券先物取引、有価

［先物取引等の運用指図・目的・範囲］ 

第21条 委託者は、信託財産が運用対象とする有価証券の価格変動

リスクを回避するため、または信託財産の効率的運用のた

め、わが国の証券取引所における有価証券先物取引、有価



証券指数等先物取引および有価証券オプション取引（証券

インデックス・オプション取引を含む）ならびに外国の取

引所におけるこれらの取引と類似の取引を行なうことの指

図をすることができます。なお、選択権取引はオプション

取引に含めるものとします（以下同じ。）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 委託者は、信託財産に属する資産の為替変動リスクを回避

するため、または信託財産の効率的運用のためわが国の取

引所における通貨に係る先物取引ならびに外国の取引所に

おける通貨に係る先物取引およびオプション取引を行なう

ことの指図をすることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 委託者は、信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避

するため、または信託財産の効率的運用のためわが国の取

引所における金利に係る先物取引およびオプション取引な

らびに外国の取引所におけるこれらの取引と類似の取引を

行なうことの指図をすることができます。 

証券指数等先物取引および有価証券オプション取引（証券

インデックス・オプション取引を含む）ならびに外国の取

引所におけるこれらの取引と類似の取引を次の範囲で行な

うことの指図をすることができます。なお、選択権取引は

オプション取引に含めるものとします（以下同じ。）。 

1. 先物取引の売建およびコール・オプションの売付の指

図は、建玉の合計額が、ヘッジの対象とする有価証券

（以下「ヘッジ対象有価証券」といいます。）の時価

総額の範囲内とします。 

2. 先物取引の買建およびプット・オプションの売付の指

図は、建玉の合計額が、ヘッジ対象有価証券の組入可

能額（組入ヘッジ対象有価証券を差し引いた額）に信

託財産が限月までに受け取る組入公社債、組入外国貸

付債権信託受益証券、組入貸付債権信託受益権および

組入抵当証券の利払金および償還金を加えた額を限度

とし、かつ信託財産が限月までに受け取る組入有価証

券および組入抵当証券に係る利払金および償還金等な

らびに第16条第２項第1号から第４号に掲げる金融商

品で運用している額の範囲内とします。 

② 委託者は、信託財産に属する資産の為替変動リスクを回避

するため、または信託財産の効率的運用のためわが国の取

引所における通貨に係る先物取引ならびに外国の取引所に

おける通貨に係る先物取引およびオプション取引を次の範

囲で行なうことの指図をすることができます。 

1. 先物取引の売建およびコール・オプションの売付の指

図は、建玉の合計額が、為替の売予約と合わせてヘッ

ジ対象とする外貨建資産（外国通貨表示の有価証券

（以下「外貨建有価証券」といいます。）、預金その

他の資産をいいます。以下同じ。）の時価総額と親投

資信託の信託財産に属するヘッジ対象とする外貨建資

産の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額

（信託財産に属する親投資信託の時価総額に親投資信

託の信託財産純資産総額に占めるヘッジ対象とする外

貨建資産の時価総額の割合を乗じて得た額をいいま

す。）との合計額の範囲内とします。 

2. 先物取引の買建およびプット・オプションの売付の指

図は、建玉の合計額が、為替の買予約と合わせて、外

貨建有価証券の買付代金等実需の範囲内とします。 

③ 委託者は、信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避

するため、または信託財産の効率的運用のためわが国の取

引所における金利に係る先物取引およびオプション取引な

らびに外国の取引所におけるこれらの取引と類似の取引を

次の範囲で行なうことの指図をすることができます。 

1. 先物取引の売建およびコール・オプションの売付の指

図は、建玉の合計額が、ヘッジ対象とする金利商品

（信託財産が１年以内に受け取る組入有価証券および

組入抵当証券の利払金および償還金等ならびに第16条

第２項第１号から第４号に掲げる金融商品で運用され

ているものをいい、以下「ヘッジ対象金利商品」とい

います。）の時価総額の範囲内とします。 

2. 先物取引の買建およびプット・オプションの売付の指

図は、建玉の合計額が、信託財産が限月までに受け取

る組入有価証券および組入抵当証券に係る利払金およ

び償還金等ならびに第16条第２項第1号から第４号に

掲げる金融商品で運用している額（以下本号において

「金融商品運用額等」といいます。）の範囲内としま

す。ただし、ヘッジ対象金利商品が外貨建で、信託財

産の外貨建資産組入可能額（約款上の組入可能額から

保有外貨建資産の時価総額を差し引いた額。以下同

じ。）に信託財産が限月までに受け取る外貨建組入公

社債および組入外国貸付債権信託受益証券ならびに外

貨建組入貸付債権信託受益権の利払金および償還金を

加えた額が当該金融商品運用額等の額より少ない場合

には外貨建資産組入可能額に信託財産が限月までに受

け取る外貨建組入有価証券に係る利払金および償還金

等を加えた額を限度とします。 

 

［金利先渡取引、為替先渡取引および直物為替先渡取引の運用指

図］ 

第24条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資する

［金利先渡取引および為替先渡取引の運用指図］ 

 

第24条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資する



ため金利先渡取引、為替先渡取引および直物為替先渡取引

を行なうことの指図をすることができます。 

② 金利先渡取引、為替先渡取引および直物為替先渡取引の指

図にあたっては、当該取引の決済日が、原則として第４条

に定める信託期間を超えないものとします。ただし、当該

取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについては

この限りではありません。 

 

 

③ 委託者は、金利先渡取引、為替先渡取引および直物為替先

渡取引を行なうにあたり担保の提供あるいは受入れが必要

と認めたときは、担保の提供あるいは受入れの指図を行な

うものとします。 

ため金利先渡取引および為替先渡取引を行なうことの指図

をすることができます。 

② 金利先渡取引および為替先渡取引の指図にあたっては、当

該取引の決済日が、原則として第４条に定める信託期間を

超えないものとします。ただし、当該取引が当該信託期間

内で全部解約が可能なものについてはこの限りではありま

せん。 

③ 金利先渡取引および為替先渡取引の評価は、当該取引契約

の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額で評価す

るものとします。 

④ 委託者は、金利先渡取引および為替先渡取引を行なうにあ

たり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担

保の提供あるいは受入れの指図を行なうものとします。 

［外国為替予約の指図および範囲］ 

第29条 委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、外国為

替の売買の予約取引の指図をすることができます。 

② 前項の予約取引の指図は、信託財産にかかる為替の買予約

と売予約の合計額につき円換算した額が、信託財産の純資

産総額を超えないものとします。 

 
 
 
 
 
 
 
③ 前項の限度額を超えることとなった場合には、委託者は所

定の期間内に、その超える額に相当する為替予約の一部を

解消するための外国為替の売買の予約取引の指図をするも

のとします。 

［外国為替予約の指図および範囲］ 

第29条 委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、外国為

替の売買の予約取引の指図をすることができます。 

② 前項の予約取引の指図は、信託財産にかかる為替の買予約

の合計額と売予約の合計額との差額につき円換算した額

が、信託財産の純資産総額を超えないものとします。ただ

し、信託財産に属する外貨建資産と親投資信託の信託財産

に属する外貨建資産のうち信託財産に属するとみなした額

（信託財産に属する親投資信託の時価総額に親投資信託の

信託財産の純資産総額に占める外貨建資産の時価総額の割

合を乗じて得た額をいいます。）との合計額について、為

替変動リスクを回避するためにする当該予約取引の指図に

ついては、この限りではありません。 

③ 前項の限度額を超えることとなった場合には、委託者は所

定の期間内に、その超える額に相当する為替予約の一部を

解消するための外国為替の売買の予約取引の指図をするも

のとします。 
［信託の一部解約］ 

第50条 （省略） 

② 前項の場合の一部解約の実行の請求日が米国の銀行の休業

日に当たる場合は、一部解約の実行の請求の受付けは行な

いません。 

（以下省略） 

［信託の一部解約］ 

第50条 （省略） 

② 前項の場合の一部解約の実行の請求日がニューヨーク証券

取引所およびフランクフルト証券取引所の休場日に当たる

場合は、一部解約の実行の請求の受付けは行ないません。 

（以下省略） 

［信託契約の解約］ 

第51条 （省略） 

② 委託者は、信託契約の一部を解約することにより、受益権

の口数が10億口を下回ることとなった場合には、受託者と

合意のうえ、この信託契約を解約し信託を終了させること

ができます。この場合において、委託者は、あらかじめ、

解約しようとする旨を監督官庁に届け出ます。 

 

 

（以下省略） 

［信託契約の解約］ 

第51条 （省略） 

② 委託者は、信託契約の一部を解約することにより、累積投

資約款に規定する各信託（この信託を含みます。）の受益

権の口数を合計した口数が10億口を下回ることとなった場

合には、受託者と合意のうえ、この信託契約を解約し信託

を終了させることができます。この場合において、委託者

は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届け出

ます。 

（以下省略） 

 



メリルリンチ・ワールド・ボンド・オープン（為替変動回避型） 
新 旧 

追加型証券投資信託［ブラックロック・ワールド・ボン

ド・オープン（為替ヘッジあり）］約款 

 

追加型証券投資信託［メリルリンチ・ワールド・ボンド・

オープン（為替変動回避型）］約款 

 
－ 運用の基本方針 － 

 

2.運用方法 

(１)投資対象 

ブラックロック・ワールド・ボンド・マザーファンド

（為替ヘッジあり）受益証券を主要投資対象とします。

 

(２)投資態度 

① 主としてブラックロック・ワールド・ボンド・マ

ザーファンド（為替ヘッジあり）受益証券への投

資を通じて、世界主要国の国債等（国債、政府機

関債、国際機関債）を中心に公社債に投資しま

す。投資する公社債は、原則として取得時におい

て投資適格格付（BBB マイナス、Baa3 または同等

の格付、またはそれ以上の格付）が付与されてい

るもの、または同等の信用度を有すると判断され

るものとします。 

② シティグループ世界国債インデックス・円ヘッジ

円ベースをベンチマークとし、ベンチマークを上

回る投資成果を目指します。 

③ デュレーション･リスク、イールド・カーブ･リス

ク、セクター･リスク等の調整にあたっては、債券

先物取引等のデリバティブを活用することがあり

ます。 

④ 実質外貨建資産については、原則として為替ヘッ

ジにより為替変動リスクの低減を図ることを基本

としますが、一部機動的な運用を行う場合もあり

ます。 

⑤ ブラックロック・グループの運用会社に、以下の

運用の指図に関する権限を委託します。 

ブラックロック・フ

ァイナンシャル・マ

ネジメント・インク

(BlackRock 

Financial 

Management, Inc.) 

外国債券等（主として米州

地域）の運用ならびに当該

運用に付随する為替売買お

よび為替ヘッジの指図に関

する権限 

日本の債券等の一部運用に

関する権限 

投資信託財産にかかる地域

配分等の包括的な投資判断

を行う権限（当該権限は委

託者と共有するものとしま

す。） 

ブラックロック･イン

ベストメント・マネ

ジメント（ＵＫ）リ

ミテッド(BlackRock 

Investment 

Management (UK) 

Limited) 

外国債券等（主として欧州

地域）の運用ならびに当該

運用に付随する為替売買お

よび為替ヘッジの指図に関

する権限 

ブラックロック・インベス

トメント・マネジメント（オ

ーストラリア）リミテッド

（BlackRock Investment 

Management (Australia) 

Limited） 

外国債券等（主として日本

を除く環太平洋地域）の運

用ならびに当該運用に付随

する為替売買および為替ヘ

ッジの指図に関する権限 

⑥ 前記に関わらず、委託者は、日本を除く市場の休

場日等に投資環境の変化等が認められた場合等に

必要に応じて、外国債券等の運用ならびに当該運

用に付随する為替売買および為替ヘッジの指図を

自ら行うことができます。 

⑦ 資金動向、市場動向、残存信託期間等によって

は、上記のような運用が出来ない場合もありま

す。 

 

－ 運用の基本方針 － 

 

2.運用方法 

(１)投資対象 

メリルリンチ・ワールド・ボンド・マザーファンド

（為替変動回避型）受益証券を主要投資対象とします。

 

(２)投資態度 

・ 主としてメリルリンチ・ワールド・ボンド・マザ

ーファンド（為替変動回避型）受益証券に投資し

ます。 

 

 

 

 

 

 

・ シティグループ世界国債インデックス・円ヘッジ

円ベースをベンチマークとします。 

 

 

 

 

 

・ 実質外貨建資産については、為替ヘッジにより為

替変動リスクの低減を図ることを基本とします。 

 

［信託の種類、委託者および受託者］ ［信託の種類、委託者および受託者］ 



第１条 この信託は、証券投資信託であり、ブラックロッ

ク・ジャパン株式会社を委託者とし、三菱ＵＦＪ

信託銀行株式会社を受託者とします。 

 

第１条 この信託は、証券投資信託であり、メリルリン

チ・インベストメント・マネジャーズ株式会社を

委託者とし、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社を受託

者とします。 

［受益証券の売却単位および売却価額］ 

第11条 （省略） 

ただし、米国の銀行の休業日に当たる場合は、受益

証券の取得申込の受付けは行ないません。 

 

（以下省略） 

［受益証券の売却単位および売却価額］ 

第11条 （省略） 

ただし、ニューヨーク証券取引所およびフランクフ

ルト証券取引所の休場日に当たる場合は、受益証券の

取得申込の受付けは行ないません。 

（以下省略） 

［投資の対象とする資産の種類］ 

第15条の２ この信託において投資の対象とする資産の種類は、次

に掲げるものとします。 

１．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び

投資法人に関する法律第２条第１項で定めるものをいい

ます。以下同じ。） 

ｲ.～ﾇ．（省略） 

ﾙ．金融デリバティブ取引（投資信託及び投資法人に関す

る法律施行規則第４条第１号、第２号、第３号および

第５号で定める取引に限ります。）に係る権利 

（以下省略） 

［投資の対象とする資産の種類］ 

第15条の２ この信託において投資の対象とする資産の種類は、次

に掲げるものとします。 

１．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び

投資法人に関する法律第２条第１項で定めるものをいい

ます。以下同じ。） 

ｲ.～ﾇ．（省略） 

ﾙ．金融デリバティブ取引（投資信託及び投資法人に関す

る法律施行規則第４条第５号で定める「スワップ取

引」に限ります。）に係る権利 

（以下省略） 

［運用の指図範囲等］ 

第16条 委託者（第17条の２に規定する委託者から委託を受けた

ものを含みます。以下第17条、第18条から第27条まで、

第29条および第35条から第36条までについて同じ。）

は、信託金を、主としてブラックロック・ジャパン株式会

社を委託者とし、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社を受託者と

して締結されたブラックロック・ワールド・ボンド・マザ

ーファンド（為替ヘッジあり）（以下「親投資信託」とい

います。）の受益証券のほか、次の有価証券に投資するこ

とを指図します。 

1.～13.（省略） 

14．投資証券もしくは投資法人債券または外国投資証券（証

券取引法第２条第１項第７号の２で定めるものをいいま

す。） 

15.～20.（省略） 

なお、第１号の証券または証書、第 12 号ならびに第

17 号の証券または証書のうち第１号の証券または証書

の性質を有するものを以下「株式」といい、第２号か

ら第６号までの証券および第 12 号ならびに第 17 号の

証券または証書のうち第２号から第６号までの証券の

性質を有するもの、および第 14 号の証券のうち投資

法人債券を以下「公社債」といい、第 13 号の証券お

よび第 14 号の証券（投資法人債券を除きます。）を以

下「投資信託証券」といいます。 

②～⑦（省略） 

［運用の指図範囲等］ 

第16条 委託者は、信託金を、主としてメリルリンチ・インベスト

メント・マネジャーズ株式会社を委託者とし、三菱ＵＦＪ

信託銀行株式会社を受託者として締結されたメリルリン

チ・ワールド・ボンド・マザーファンド（為替変動回避

型）（以下「親投資信託」といいます。）の受益証券のほ

か、次の有価証券に投資することを指図します。 

 

 

 

1.～13.（省略） 

14．投資証券または外国投資証券（証券取引法第２条第１項

第７号の２で定めるものをいいます。） 

 

15.～20.（省略） 

なお、第１号の証券または証書、第 12 号ならびに第

17 号の証券または証書のうち第１号の証券または証書

の性質を有するものを以下「株式」といい、第２号か

ら第６号までの証券および第 12 号ならびに第 17 号の

証券または証書のうち第２号から第６号までの証券の

性質を有するものを以下「公社債」といい、第 13 号

の証券および第 14 号の証券を以下「投資信託証券」

といいます。 

 

②～⑦（省略） 

⑧ 委託者は、信託財産に属する私募により募集され

た国内の社債（短期社債等を除く）および市場価

格で売却できない外債の時価総額と親投資信託の

信託財産に属する私募により募集された国内の社

債（短期社債等を除く）および市場価格で売却で

きない外債の時価総額のうち信託財産に属すると

みなした額との合計額が信託財産の純資産総額の

100 分の 15 を超えることとなる投資の指図をしま

せん。 

⑨ 前項において親投資信託の信託財産に属する私募により募

集された国内の社債（短期社債等を除く）および市場価格

で売却できない外債の時価総額のうち信託財産に属すると

みなした額とは、信託財産に属する親投資信託の時価総額

に親投資信託の信託財産純資産総額に占める私募により募

集された国内の社債（短期社債等を除く）および市場価格

で売却できない外債の時価総額の割合を乗じて得た額をい

います。 

 

［運用の権限委託］ 

第17条の２ 委託者は、運用の指図に関する権限のうち、次に定め

る権限を次の者に委託します。 
商号 委託する範囲 所在地 

ブラックロッ

ク・ファイナ

外国債券等

（主として米

40 East 52nd 

Street New 

［運用の権限委託］ 

第17条の２    （削除）  

 



ンシャル・マ

ネジメント・

インク

(BlackRock 

Financial 

Management, 

Inc.) 

州地域）の運

用ならびに当

該運用に付随

する為替売買

および為替ヘ

ッジの指図に

関する権限 

日本の債券等

の一部運用に

関する権限 

投資信託財産

にかかる地域

配分等の包括

的な投資判断

を 行 う 権 限

（当該権限は

委託者と共有

するものとし

ます。） 

York, NY USA 

ブラックロッ

ク･インベスト

メント・マネ

ジメント（Ｕ

Ｋ）リミテッ

ド(BlackRock 

Investment 

Management 

(UK) Limited) 

外国債券等

（主として欧

州地域）の運

用ならびに当

該運用に付随

する為替売買

および為替ヘ

ッジの指図に

関する権限 

33 King 

William 

Street, 

London, UK 

ブラックロック・

インベストメン

ト・マネジメント

（オーストラリア）

リミテッド

（BlackRock 

Investment 

Management 

(Australia) 

Limited） 

外国債券等

（主として日

本を除く環太

平洋地域）の

運用ならびに

当該運用に付

随する為替売

買および為替

ヘッジの指図

に関する権限 

120 Collins 

Street, 

Melbourne, 

Victoria, 

Australia 

② 前項の委託を受けた者が受ける報酬は、第43条に基づいて

委託者が受ける報酬から委託者の事業年度の毎四半期末の

とき支弁するものとし、その報酬総額は第40条に規定する

計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産総額に年10000分

の26.88の率を乗じて得た額とし、各委託先への配分は別に

定めるものとします。 

③ 第１項の規定にかかわらず、委託者は、日本を除く市場の

休場日等に投資環境の変化等が認められた場合等に必要に

応じて、外国債券等の運用ならびに当該運用に付随する為

替売買および為替ヘッジの指図を自ら行うことができま

す。 

④ 第１項の規定にかかわらず、第１項により委託を受けたも

のが、法律に違反した場合、この信託約款の違反となる運

用の指図に関する権限の行使をした場合、信託財産に重大

な損失を生ぜしめた場合等、その他の理由により必要と認

められる場合には、委託者は、運用の指図に関する権限の

委託を中止またはその委託内容を変更することができま

す。 

 
［先物取引等の運用指図・目的・範囲］ 

第21条 委託者は、信託財産が運用対象とする有価証券の価格変動

リスクを回避するため、または信託財産の効率的運用のた

め、わが国の証券取引所における有価証券先物取引、有価

証券指数等先物取引および有価証券オプション取引（証券

インデックス・オプション取引を含む）ならびに外国の取

引所におけるこれらの取引と類似の取引を行なうことの指

図をすることができます。なお、選択権取引はオプション

取引に含めるものとします（以下同じ。）。 

 

 

 

 

［先物取引等の運用指図・目的・範囲］ 

第21条 委託者は、信託財産が運用対象とする有価証券の価格変動

リスクを回避するため、または信託財産の効率的運用のた

め、わが国の証券取引所における有価証券先物取引、有価

証券指数等先物取引および有価証券オプション取引（証券

インデックス・オプション取引を含む）ならびに外国の取

引所におけるこれらの取引と類似の取引を次の範囲で行な

うことの指図をすることができます。なお、選択権取引は

オプション取引に含めるものとします（以下同じ。）。 

1. 先物取引の売建およびコール・オプションの売付の

指図は、建玉の合計額が、ヘッジの対象とする有価

証券（以下「ヘッジ対象有価証券」といいます。）

の時価総額の範囲内とします。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 委託者は、信託財産に属する資産の為替変動リスクを回避

するため、または信託財産の効率的運用のためわが国の取

引所における通貨に係る先物取引ならびに外国の取引所に

おける通貨に係る先物取引およびオプション取引を行なう

ことの指図をすることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 委託者は、信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避

するため、または信託財産の効率的運用のためわが国の取

引所における金利に係る先物取引およびオプション取引な

らびに外国の取引所におけるこれらの取引と類似の取引を

行なうことの指図をすることができます。 

2. 先物取引の買建およびプット・オプションの売付の

指図は、建玉の合計額が、ヘッジ対象有価証券の組

入可能額（組入ヘッジ対象有価証券を差し引いた

額）に信託財産が限月までに受け取る組入公社債、

組入外国貸付債権信託受益証券、組入貸付債権信託

受益権および組入抵当証券の利払金および償還金を

加えた額を限度とし、かつ信託財産が限月までに受

け取る組入有価証券および組入抵当証券に係る利払

金および償還金等ならびに第16条第２項第1号から第

４号に掲げる金融商品で運用している額の範囲内と

します。 

② 委託者は、信託財産に属する資産の為替変動リスクを回避

するため、または信託財産の効率的運用のためわが国の取

引所における通貨に係る先物取引ならびに外国の取引所に

おける通貨に係る先物取引およびオプション取引を次の範

囲で行なうことの指図をすることができます。 

1. 先物取引の売建およびコール・オプションの売付の

指図は、建玉の合計額が、為替の売予約と合わせて

ヘッジ対象とする外貨建資産（外国通貨表示の有価

証券（以下「外貨建有価証券」といいます。）、預

金その他の資産をいいます。以下同じ。）の時価総

額と親投資信託の信託財産に属するヘッジ対象とす

る外貨建資産の時価総額のうち信託財産に属すると

みなした額（信託財産に属する親投資信託の時価総

額に親投資信託の信託財産純資産総額に占めるヘッ

ジ対象とする外貨建資産の時価総額の割合を乗じて

得た額をいいます。）との合計額の範囲内としま

す。 

2. 先物取引の買建およびプット・オプションの売付の

指図は、建玉の合計額が、為替の買予約と合わせ

て、外貨建有価証券の買付代金等実需の範囲内とし

ます。 

③ 委託者は、信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避

するため、または信託財産の効率的運用のためわが国の取

引所における金利に係る先物取引およびオプション取引な

らびに外国の取引所におけるこれらの取引と類似の取引を

次の範囲で行なうことの指図をすることができます。 

1. 先物取引の売建およびコール・オプションの売付の

指図は、建玉の合計額が、ヘッジ対象とする金利商

品（信託財産が１年以内に受け取る組入有価証券お

よび組入抵当証券の利払金および償還金等ならびに

第16条第２項第１号から第４号に掲げる金融商品で

運用されているものをいい、以下「ヘッジ対象金利

商品」といいます。）の時価総額の範囲内としま

す。 

2. 先物取引の買建およびプット・オプションの売付の

指図は、建玉の合計額が、信託財産が限月までに受

け取る組入有価証券および組入抵当証券に係る利払

金および償還金等ならびに第16条第２項第1号から第

４号に掲げる金融商品で運用している額（以下本号

において「金融商品運用額等」といいます。）の範

囲内とします。ただし、ヘッジ対象金利商品が外貨

建で、信託財産の外貨建資産組入可能額（約款上の

組入可能額から保有外貨建資産の時価総額を差し引

いた額。以下同じ。）に信託財産が限月までに受け

取る外貨建組入公社債および組入外国貸付債権信託

受益証券ならびに外貨建組入貸付債権信託受益権の

利払金および償還金を加えた額が当該金融商品運用

額等の額より少ない場合には外貨建資産組入可能額

に信託財産が限月までに受け取る外貨建組入有価証

券に係る利払金および償還金等を加えた額を限度と

します。 
［金利先渡取引、為替先渡取引および直物為替先渡取引の運用指

図］ 

第24条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資する

ため金利先渡取引、為替先渡取引および直物為替先渡取引

を行なうことの指図をすることができます。 

② 金利先渡取引、為替先渡取引および直物為替先渡
取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が、

原則として第４条に定める信託期間を超えないも

［金利先渡取引および為替先渡取引の運用指図］ 

 

第24条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資する

ため金利先渡取引および為替先渡取引を行なうことの指図

をすることができます。 

 
② 金利先渡取引および為替先渡取引の指図にあたっ
ては、当該取引の決済日が、原則として第４条に



のとします。ただし、当該取引が当該信託期間内

で全部解約が可能なものについてはこの限りでは

ありません。 
 

 

 

③ 委託者は、金利先渡取引、為替先渡取引および直

物為替先渡取引を行なうにあたり担保の提供ある

いは受入れが必要と認めたときは、担保の提供あ

るいは受入れの指図を行なうものとします。 

定める信託期間を超えないものとします。ただ

し、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能

なものについてはこの限りではありません。 
③ 金利先渡取引および為替先渡取引の評価は、当該

取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出

した価額で評価するものとします。 
④ 委託者は、金利先渡取引および為替先渡取引を行

なうにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と

認めたときは、担保の提供あるいは受入れの指図

を行なうものとします。 
［外国為替予約の指図および範囲］ 

第29条 委託者は、信託財産に属する外貨建資産と親投資信託の信

託財産に属する外貨建資産のうち信託財産に属するとみな

した額（信託財産に属する親投資信託の時価総額に親投資

信託の信託財産の純資産総額に占める外貨建資産の時価総

額の割合を乗じて得た額をいいます。）との合計額につい

て、当該外貨建資産の為替ヘッジのため、外国為替の売買

の予約を指図することができます。 

 

 

［外国為替予約の指図および範囲］ 

第29条 委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、外国為

替の売買の予約取引の指図をすることができます。 

② 前項の予約取引の指図は、信託財産にかかる為替

の買予約の合計額と売予約の合計額との差額につ

き円換算した額が、信託財産の純資産総額を超え

ないものとします。ただし、信託財産に属する外

貨建資産と親投資信託の信託財産に属する外貨建

資産のうち信託財産に属するとみなした額（信託

財産に属する親投資信託の時価総額に親投資信託

の信託財産の純資産総額に占める外貨建資産の時

価総額の割合を乗じて得た額をいいます。）との

合計額について、為替変動リスクを回避するため

にする当該予約取引の指図については、この限り

ではありません。 

③ 前項の限度額を超えることとなった場合には、委

託者は所定の期間内に、その超える額に相当する

為替予約の一部を解消するための外国為替の売買

の予約取引の指図をするものとします。 

 
［信託の一部解約］ 

第50条 （省略） 

② 前項の場合の一部解約の実行の請求日が米国の銀行の休

業日に当たる場合は、一部解約の実行の請求の受付けは

行ないません。 

 

（以下省略） 

［信託の一部解約］ 

第50条 （省略） 

② 前項の場合の一部解約の実行の請求日がニューヨーク証

券取引所およびフランクフルト証券取引所の休場日に当

たる場合は、一部解約の実行の請求の受付けは行ないま

せん。 

（以下省略） 
［信託契約の解約］ 

第 51 条 （省略） 

② 委託者は、信託契約の一部を解約することにより、受益

権の口数が10億口を下回ることとなった場合には、受託

者と合意のうえ、この信託契約を解約し信託を終了させ

ることができます。この場合において、委託者は、あら

かじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届け出ます。 

 

 

（以下 省略） 

［信託契約の解約］ 

第 51 条 （省略） 

② 委託者は、信託契約の一部を解約することにより、累積

投資約款に規定する各信託（この信託を含みます。）の

受益権の口数を合計した口数が10億口を下回ることとな

った場合には、受託者と合意のうえ、この信託契約を解

約し信託を終了させることができます。この場合におい

て、委託者は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督

官庁に届け出ます。 

（以下 省略） 

 



メリルリンチ・ワールド・ボンド・マザーファンド（為替変動型） 
新 旧 

親投資信託［ブラックロック・ワールド・ボンド・マザー

ファンド（為替ヘッジなし）］約款 

親投資信託［メリルリンチ・ワールド・ボンド・マザーフ

ァンド（為替変動型）］約款 
―運用の基本方針― 

 

2.運用方法 

(2)投資態度 

① シティグループ世界国債インデックス・円ベースを

ベンチマークとし、ベンチマークを上回る投資成果

を目指します。 

 

② 世界主要国の国債等（国債、政府機関債、国際機関

債）を中心に公社債に投資します。投資する公社債

は、取得時において投資適格格付（BBBマイナス、

Baa3または同等の格付、またはそれ以上の格付）が

付与されているもの、または同等の信用度を有する

と判断されるものとします。 

 

 

③ デュレーション･リスク、イールド・カーブ･リス

ク、セクター･リスク等の調整にあたっては、債券先

物取引等のデリバティブを活用することがありま

す。 

④ 外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行

いませんが、一部機動的な運用を行う場合もありま

す。  

⑤ ブラックロック・グループの運用会社に、以下の運

用の指図に関する権限を委託します。 
ブラックロック・フ

ァイナンシャル・マ

ネジメント・インク

(BlackRock 

Financial 

Management, Inc.) 

外国債券等（主として米州

地域）の運用ならびに当該

運用に付随する為替売買お

よび為替ヘッジの指図に関

する権限 

日本の債券等の一部運用に

関する権限 

投資信託財産にかかる地域

配分等の包括的な投資判断

を行う権限（当該権限は委

託者と共有するものとしま

す。） 

ブラックロック･イン

ベストメント・マネ

ジメント（ＵＫ）リ

ミテッド(BlackRock 

Investment 

Management (UK) 

Limited) 

外国債券等（主として欧州

地域）の運用ならびに当該

運用に付随する為替売買お

よび為替ヘッジの指図に関

する権限 

ブラックロック・イ

ンベストメント・マ

ネジメント（オース

トラリア）リミテッ

ド（BlackRock 

Investment 

Management 

(Australia) 

Limited） 

外国債券等（主として日本

を除く環太平洋地域）の運

用ならびに当該運用に付随

する為替売買および為替ヘ

ッジの指図に関する権限 

⑥ 前記に関わらず、委託者は、日本を除く市場の休場

日等に投資環境の変化等が認められた場合等に必要

に応じて、外国債券等の運用ならびに当該運用に付

随する為替売買および為替ヘッジの指図を自ら行う

ことができます。 

⑦ 資金動向、市場動向、残存信託期間等によっては、

上記のような運用が出来ない場合もあります。 

―運用の基本方針― 

 

2.運用方法 

(2)投資態度 

・ シティグループ世界国債インデックス・円ベースを

ベンチマークとします。日本を含む世界主要国の公

社債への投資および為替運用により、ベンチマーク

を上回る投資成果を目指します。 

・ 債券の運用に当っては、世界主要国の国債等を中心

に公社債に投資します。プライマリー・リサーチ

（現地訪問による独自の調査）およびファンダメン

タル分析による世界の金利予測・投資環境予測に基

づいた長期運用戦略により債券のポートフォリオを

構築します。また、イールド・カーブ、市場間利回

りスプレッドの変化をとらえた短期の運用戦術も組

合わせて積極的な運用を行ないます。 

・ 為替の運用に当ってもプライマリー・リサーチおよ

びファンダメンタル分析による世界の為替予測・投

資環境予測に基づいて積極的な運用を行ないます。 

 

・ 外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行

ないません。 

 

［信託の種類、委託者および受託者］ 

第１条 この信託は、その受益権を他の投資信託の受託者

に取得させることを目的とする証券投資信託であ

り、ブラックロック・ジャパン株式会社を委託者

とし、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社を受託者とし

ます。 

［信託の種類、委託者および受託者］ 

第１条 この信託は、その受益権を他の投資信託の受託者

に取得させることを目的とする証券投資信託であ

り、メリルリンチ・インベストメント・マネジャ

ーズ株式会社を委託者とし、三菱ＵＦＪ信託銀行

株式会社を受託者とします。 



［受益者］ 

第４条 この信託の元本および収益の受益者は、この信託

の受益証券を投資対象とするブラックロック・ジ

ャパン株式会社の証券投資信託の受託者である信

託会社または信託業務を営む銀行とします。 

［受益者］ 

第４条 この信託の元本および収益の受益者は、この信託

の受益証券を投資対象とするメリルリンチ・イン

ベストメント・マネジャーズ株式会社の証券投資

信託の受託者である信託会社または信託業務を営

む銀行とします。 

［投資の対象とする資産の種類］ 

第９条の２ この信託において投資の対象とする資産の種

類は、次に掲げるものとします。 

1. 次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び

投資法人に関する法律第２条第１項で定めるものをいい

ます。以下同じ。） 

ｲ.～ﾇ．（省略） 

ﾙ．金融デリバティブ取引（投資信託及び投資法人に関する法

律施行規則第４条第１号、第２号、第３号および第５号で

定める取引に限ります。）に係る権利 

（以下省略） 

［投資の対象とする資産の種類］ 

第９条の２ この信託において投資の対象とする資産の種

類は、次に掲げるものとします。 

1. 次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び

当市法人に関する法律第２条第１項で定めるものをいい

ます。以下同じ。） 

ｲ.～ﾇ．（省略） 

ﾙ．金融デリバティブ取引（投資信託及び投資法人に関する法

律施行規則第４条第５号で定める「スワップ取引」に限り

ます。）に係る権利 

 

（以下省略） 

［運用の指図範囲等］ 

第10条 委託者（第11条の２に規定する委託者から委託を

受けたものを含みます。以下第11条、第12条から

第21条まで、第23条および第30条から第31条まで

について同じ。）は、信託金を、主として次の有価

証券に投資することを指図します。 

1.～13.（省略） 

14．投資証券もしくは投資法人債券または外国投資証券（証

券取引法第２条第１項第７号の２で定めるものをいいま

す。） 

15.～20.（省略） 

なお、第１号の証券または証書、第12号ならびに第17

号の証券または証書のうち第１号の証券または証書の

性質を有するものを以下「株式」といい、第２号から

第６号までの証券および第12号ならびに第17号の証券

または証書のうち第２号から第６号までの証券の性質

を有するもの、および第14号の証券のうち投資法人債

券を以下「公社債」といい、第13号の証券および第14

号の証券（投資法人債券を除きます。）を以下「投資

信託証券」といいます。 

②～⑤（省略） 

 

［運用の指図範囲等］ 

第10条 委託者は、信託金を、主として次の有価証券に投

資することを指図します。 

 

 

1.～13.（省略） 

14．投資証券または外国投資証券（証券取引法第２条第１項

第７号の２で定めるものをいいます。） 

 

15.～20.（省略） 

なお、第１号の証券または証書、第12号ならびに第17

号の証券または証書のうち第１号の証券または証書の

性質を有するものを以下「株式」といい、第２号から

第６号までの証券および第12号ならびに第17号の証券

または証書のうち第２号から第６号までの証券の性質

を有するものを以下「公社債」といい、第13号の証券

および第14号の証券を以下「投資信託証券」といいま

す。 

 

②～⑤（省略） 

⑥ 私募により募集された国内の社債（短期社債等を

除く）および市場価格で売却できない外債への投

資が、信託財産の純資産総額の100分の15を超える

こととなる投資の指図をしません。 

［運用の権限委託］ 

第11条の２ 委託者は、運用の指図に関する権限のうち、

次に定める権限を次の者に委託します。 
商号 委託する範囲 所在地 

ブラックロッ

ク・ファイナ

ンシャル・マ

ネジメント・

インク

(BlackRock 

Financial 

Management, 

Inc.) 

外 国 債 券 等

（主として米

州地域）の運

用ならびに当

該運用に付随

する為替売買

および為替ヘ

ッジの指図に

関する権限 

日本の債券等

の一部運用に

関する権限 

投資信託財産

にかかる地域

配分等の包括

的な投資判断

を 行 う 権 限

（当該権限は

委託者と共有

するものとし

ます。） 

40 East 52nd 

Street New 

York, NY USA 

ブラックロッ 外 国 債 券 等 33 King 

［運用の権限委託］ 

第11条の２ （削除） 



ク･インベスト

メント・マネ

ジメント（Ｕ

Ｋ）リミテッ

ド(BlackRock 

Investment 

Management 

(UK) Limited) 

（主として欧

州地域）の運

用ならびに当

該運用に付随

する為替売買

および為替ヘ

ッジの指図に

関する権限 

William 

Street, 

London , UK 

ブラックロッ

ク・インベス

トメント・マ

ネジメント

（オーストラ

リア）リミテ

ッド

（BlackRock 

Investment 

Management 

(Australia) 

Limited） 

外 国 債 券 等

（主として日

本を除く環太

平洋地域）の

運用ならびに

当該運用に付

随する為替売

買および為替

ヘッジの指図

に関する権限 

120 Collins 

Street, 

Melbourne, 

Victoria, 

Australia 

② 前項の委託を受けた者は、この信託契約に関し報
酬を収受しません。 

③ 第１項の規定にかかわらず、委託者は、日本を除
く市場の休場日等に投資環境の変化等が認められ

た場合等に必要に応じて、外国債券等の運用なら

びに当該運用に付随する為替売買および為替ヘッ

ジの指図を自ら行うことができます。 
④ 第１項の規定にかかわらず、第１項により委託を
受けたものが、法律に違反した場合、この信託約

款の違反となる運用の指図に関する権限の行使を

した場合、信託財産に重大な損失を生ぜしめた場

合等、その他の理由により必要と認められる場合

には、委託者は、運用の指図に関する権限の委託

を中止またはその委託内容を変更することができ

ます。 
 

［先物取引等の運用指図・目的・範囲］ 

第15条 委託者は、信託財産が運用対象とする有価証券の

価格変動リスクを回避するため、または信託財産

の効率的運用のため、わが国の証券取引所におけ

る有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引お

よび有価証券オプション取引（証券インデック

ス・オプション取引を含む）ならびに外国の取引

所におけるこれらの取引と類似の取引を行なうこ

との指図をすることができます。なお、選択権取

引はオプション取引に含めるものとします（以下

同じ。）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 委託者は、信託財産に属する資産の為替変動リス

クを回避するため、または信託財産の効率的運用

のためわが国の取引所における通貨に係る先物取

引ならびに外国の取引所における通貨に係る先物

取引およびオプション取引を行なうことの指図を

することができます。 
 

 

［先物取引等の運用指図・目的・範囲］ 

第15条 委託者は、信託財産が運用対象とする有価証券の

価格変動リスクを回避するため、または信託財産

の効率的運用のため、わが国の証券取引所におけ

る有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引お

よび有価証券オプション取引（証券インデック

ス・オプション取引を含む）ならびに外国の取引

所におけるこれらの取引と類似の取引を次の範囲

で行なうことの指図をすることができます。な

お、選択権取引はオプション取引に含めるものと

します（以下同じ。）。 

1. 先物取引の売建およびコール・オプションの売付の

指図は、建玉の合計額が、ヘッジの対象とする有価

証券（以下「ヘッジ対象有価証券」といいます。）

の時価総額の範囲内とします。 

2. 先物取引の買建およびプット・オプションの売付の

指図は、建玉の合計額が、ヘッジ対象有価証券の組

入可能額（組入ヘッジ対象有価証券を差し引いた

額）に信託財産が限月までに受け取る組入公社債、

組入外国貸付債権信託受益証券、組入貸付債権信託

受益権および組入抵当証券の利払金および償還金を

加えた額を限度とし、かつ信託財産が限月までに受

け取る組入有価証券および組入抵当証券に係る利払

金および償還金等ならびに第10条第２項第1号から第

４号に掲げる金融商品で運用している額の範囲内と

します。 

② 委託者は、信託財産に属する資産の為替変動リス

クを回避するため、または信託財産の効率的運用

のためわが国の取引所における通貨に係る先物取

引ならびに外国の取引所における通貨に係る先物

取引およびオプション取引を次の範囲で行なうこ

との指図をすることができます。 
1. 先物取引の売建およびコール・オプションの売付の

指図は、建玉の合計額が、為替の売予約と合わせて



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 委託者は、信託財産に属する資産の価格変動リス
クを回避するため、または信託財産の効率的運用

のためわが国の取引所における金利に係る先物取

引およびオプション取引ならびに外国の取引所に

おけるこれらの取引と類似の取引を行なうことの

指図をすることができます。 

ヘッジ対象とする外貨建資産（外国通貨表示の有価

証券（以下「外貨建有価証券」といいます。）、預

金その他の資産をいいます。以下同じ。）の時価総

額と親投資信託の信託財産に属するヘッジ対象とす

る外貨建資産の時価総額のうち信託財産に属すると

みなした額（信託財産に属する親投資信託の時価総

額に親投資信託の信託財産純資産総額に占めるヘッ

ジ対象とする外貨建資産の時価総額の割合を乗じて

得た額をいいます。）との合計額の範囲内としま

す。 

2. 先物取引の買建およびプット・オプションの売付の

指図は、建玉の合計額が、為替の買予約と合わせ

て、外貨建有価証券の買付代金等実需の範囲内とし

ます。 

③ 委託者は、信託財産に属する資産の価格変動リスクを回

避するため、または信託財産の効率的運用のためわが国

の取引所における金利に係る先物取引およびオプション

取引ならびに外国の取引所におけるこれらの取引と類似

の取引を次の範囲で行なうことの指図をすることができ

ます。 

1. 先物取引の売建およびコール・オプションの売付の

指図は、建玉の合計額が、ヘッジ対象とする金利商

品（信託財産が１年以内に受け取る組入有価証券お

よび組入抵当証券の利払金および償還金等ならびに

第10条第２項第１号から第４号に掲げる金融商品で

運用されているものをいい、以下「ヘッジ対象金利

商品」といいます。）の時価総額の範囲内としま

す。 

2. 先物取引の買建およびプット・オプションの売付の

指図は、建玉の合計額が、信託財産が限月までに受

け取る組入有価証券および組入抵当証券に係る利払

金および償還金等ならびに第10条第２項第1号から第

４号に掲げる金融商品で運用している額（以下本号

において「金融商品運用額等」といいます。）の範

囲内とします。ただし、ヘッジ対象金利商品が外貨

建で、信託財産の外貨建資産組入可能額（約款上の

組入可能額から保有外貨建資産の時価総額を差し引

いた額。以下同じ。）に信託財産が限月までに受け

取る外貨建組入公社債および組入外国貸付債権信託

受益証券ならびに外貨建組入貸付債権信託受益権の

利払金および償還金を加えた額が当該金融商品運用

額等の額より少ない場合には外貨建資産組入可能額

に信託財産が限月までに受け取る外貨建組入有価証

券に係る利払金および償還金等を加えた額を限度と

します。 

 
［金利先渡取引、為替先渡取引および直物為替先渡取引の運用範

囲］ 

第18条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用

に資するため金利先渡取引、為替先渡取引および

直物為替先渡取引を行なうことの指図をすること

ができます。 

② 金利先渡取引、為替先渡取引および直物為替先渡
取引の指図にあたっては、当該取引の決済日が、

原則として第３条に定める信託期間を超えないも

のとします。ただし、当該取引が当該信託期間内

で全部解約が可能なものについてはこの限りでは

ありません。 
 

 

③ 委託者は、金利先渡取引、為替先渡取引および直
物為替先渡取引を行なうにあたり担保の提供ある

いは受入れが必要と認めたときは、担保の提供あ

るいは受入れの指図を行なうものとします。 

［金利先渡取引および為替先渡取引の運用範囲］ 

第18条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用

に資するため金利先渡取引および為替先渡取引を

行なうことの指図をすることができます。 

② 金利先渡取引および為替先渡取引の指図にあたっ
ては、当該取引の決済日が、原則として第３条に

定める信託期間を超えないものとします。ただ

し、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能

なものについてはこの限りではありません。 
③ 金利先渡取引および為替先渡取引の評価は、当該取引契約

の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額で評価す

るものとします。 

④ 委託者は、金利先渡取引および為替先渡取引を行
なうにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と

認めたときは、担保の提供あるいは受入れの指図

を行なうものとします。 

［外国為替予約の指図および範囲］ 

第23条 委託者は、信託財産の効率的な運用に資するた

め、ならびに信託財産に属する資産の為替変動リ

スクを回避するため、外国為替の売買の予約取引

の指図をすることができます。 

② 前項の予約取引の指図は、信託財産にかかる為替

［外国為替予約の指図および範囲］ 

第23条 委託者は、信託財産の効率的な運用に資するた

め、外国為替の売買の予約取引の指図をすること

ができます。 

 

② 前項の予約取引の指図は、信託財産にかかる為替



の買予約と売予約の合計額につき円換算した額

が、信託財産の純資産総額を超えないものとしま

す。 

 

 

 

③ 前項の限度額を超えることとなった場合には、委

託者は所定の期間内に、その超える額に相当する

為替予約の一部を解消するための外国為替の売買

の予約取引の指図をするものとします。 

の買予約の合計額と売予約の合計額との差額につ

き円換算した額が、信託財産の純資産総額を超え

ないものとします。ただし、信託財産に属する外

貨建資産の為替変動リスクを回避するためにする

当該予約取引の指図については、この限りではあ

りません。 

③ 前項の限度額を超えることとなった場合には、委

託者は所定の期間内に、その超える額に相当する

為替予約の一部を解消するための外国為替の売買

の予約取引の指図をするものとします。 

 
メリルリンチ・ワールド・ボンド・マザーファンド（為替変動回避型） 

新 旧 
親投資信託［ブラックロック・ワールド・ボンド・マザ

ーファンド（為替ヘッジあり）］約 款 

親投資信託［メリルリンチ・ワールド・ボンド・マザーファ

ンド（為替変動回避型）］約 款 

―運用の基本方針― 

2.運用方法 

(2)投資態度 

① シティグループ世界国債インデックス・円ヘッ

ジ円ベースをベンチマークとし、ベンチマーク

を上回る投資成果を目指します。 

 

② 世界主要国の国債等（国債、政府機関債、国際

機関債）を中心に公社債に投資します。投資す

る公社債は、原則として取得時において投資適

格格付（BBBマイナス、Baa3または同等の格

付、またはそれ以上の格付）が付与されている

もの、または同等の信用度を有すると判断され

るものとします。 

 

③ デュレーション･リスク、イールド・カーブ･リ

スク、セクター･リスク等の調整にあたって

は、債券先物取引等のデリバティブを活用する

ことがあります。 

④ 外貨建資産については、原則として為替ヘッジ

により為替変動リスクの低減を図ることを基本

としますが、一部機動的な運用を行う場合もあ

ります。 

⑤ ブラックロック・グループの運用会社に、以下

の運用の指図に関する権限を委託します。 

ブラックロック・フ

ァイナンシャル・マ

ネジメント・インク

(BlackRock 

Financial 

Management, Inc.) 

外国債券等（主として

米州地域）の運用なら

びに当該運用に付随す

る為替売買および為替

ヘッジの指図に関する

権限 

日本の債券等の一部運

用に関する権限 

投資信託財産にかかる

地域配分等の包括的な

投資判断を行う権限

（当該権限は委託者と

共有するものとしま

す。） 

ブラックロック･イン

ベストメント・マネ

ジメント（ＵＫ）リ

ミテッド(BlackRock 

Investment 

Management (UK) 

Limited) 

外国債券等（主として

欧州地域）の運用なら

びに当該運用に付随す

る為替売買および為替

ヘッジの指図に関する

権限 

ブラックロック・イ

ンベストメント・マ

ネジメント（オース

トラリア）リミテッ

ド（BlackRock 

Investment 

Management 

(Australia) 

外国債券等（主として

日本を除く環太平洋地

域）の運用ならびに当

該運用に付随する為替

売買および為替ヘッジ

の指図に関する権限 

―運用の基本方針― 

2.運用方法 

(2)投資態度 

・ シティグループ世界国債インデックス・円ヘッジ円

ベースをベンチマークとします。日本を含む世界主

要国の公社債への投資および為替運用により、ベン

チマークを上回る投資成果を目指します。 

・ 債券の運用に当っては、世界主要国の国債等を中心

に公社債に投資します。プライマリー・リサーチ

（現地訪問による独自の調査）およびファンダメン

タル分析による世界の金利予測・投資環境予測に基

づいた長期運用戦略により債券のポートフォリオを

構築します。また、イールド・カーブ、市場間利回

りスプレッドの変化をとらえた短期の運用戦術も組

合わせて積極的な運用を行ないます。 

・ 為替の運用に当ってもプライマリー・リサーチおよ

びファンダメンタル分析による世界の為替予測・投

資環境予測に基づいて積極的な運用を行ないます。 

 

・ 外貨建資産については原則として為替ヘッジにより

為替変動リスクの低減を図ることを基本とします

が、為替も運用対象としているため常時外貨建資産

の全てについて為替ヘッジを施すわけではありませ

ん。 

 



Limited） 

⑥ 前記に関わらず、委託者は、日本を除く市場の

休場日等に投資環境の変化等が認められた場合

等に必要に応じて、外国債券等の運用ならびに

当該運用に付随する為替売買および為替ヘッジ

の指図を自ら行うことができます。 

⑦ 資金動向、市場動向、残存信託期間等によって

は、上記のような運用が出来ない場合もありま

す。 

［信託の種類、委託者および受託者］ 

第１条 この信託は、その受益権を他の投資信託の受託

者に取得させることを目的とする証券投資信託

であり、ブラックロック・ジャパン株式会社を

委託者とし、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社を受

託者とします。 

［信託の種類、委託者および受託者］ 

第１条 この信託は、その受益権を他の投資信託の受託者に

取得させることを目的とする証券投資信託であり、

メリルリンチ・インベストメント・マネジャーズ株

式会社を委託者とし、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

を受託者とします。 

［受益者］ 

第４条 この信託の元本および収益の受益者は、この信

託の受益証券を投資対象とするブラックロッ

ク・ジャパン株式会社の証券投資信託の受託者

である信託会社または信託業務を営む銀行とし

ます。 

［受益者］ 

第４条 この信託の元本および収益の受益者は、この信託の

受益証券を投資対象とするメリルリンチ・インベス

トメント・マネジャーズ株式会社の証券投資信託の

受託者である信託会社または信託業務を営む銀行と

します。 

［投資の対象とする資産の種類］ 

第９条の２ この信託において投資の対象とする資産の

種類は、次に掲げるものとします。 

1. 次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投
資信託及び投資法人に関する法律第２条第１

項で定めるものをいいます。以下同じ。） 

ｲ.～ﾇ．（省略） 

ﾙ．金融デリバティブ取引（投資信託及び投資法人

に関する法律施行規則第４条第１号、第２号、

第３号および第５号で定める取引に限りま

す。）に係る権利 

（以下省略） 

［投資の対象とする資産の種類］ 

第９条の２ この信託において投資の対象とする資産の種類

は、次に掲げるものとします。 

1. 次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信
託及び投資法人に関する法律第２条第１項で定め

るものをいいます。以下同じ。） 

ｲ.～ﾇ．（省略） 

ﾙ．金融デリバティブ取引（投資信託及び投資法人に関す

る法律施行規則第４条第５号で定める「スワップ取

引」に限ります。）に係る権利 

（以下省略） 

［運用の指図範囲等］ 

第10条 委託者（第11条の２に規定する委託者から委託を受

けたものを含みます。以下第11条、第12条から第21

条まで、第23条および第30条から第31条までについ

て同じ。）は、信託金を、主として次の有価証券に

投資することを指図します。 

1.～13.（省略） 

14．投資証券もしくは投資法人債券または外国投資証券

（証券取引法第２条第１項第７号の２で定めるもの

をいいます。） 

15.～20.（省略） 

なお、第１号の証券または証書、第12号ならびに

第17号の証券または証書のうち第１号の証券また

は証書の性質を有するものを以下「株式」とい

い、第２号から第６号までの証券および第12号な

らびに第17号の証券または証書のうち第２号から

第６号までの証券の性質を有するもの、および第

14号の証券のうち投資法人債券を以下「公社債」

といい、第13号の証券および第14号の証券（投資

法人債券を除きます。）を以下「投資信託証券」と

いいます。 

②～⑤（省略） 

 

［運用の指図範囲等］ 

第10条 委託者は、信託金を、主として次の有価証券に投資する

ことを指図します。 

 

 

 

1.～13.（省略） 

14．投資証券または外国投資証券（証券取引法第２条第１項第

７号の２で定めるものをいいます。） 

 

15.～20.（省略） 

なお、第１号の証券または証書、第12号ならびに第17

号の証券または証書のうち第１号の証券または証書の

性質を有するものを以下「株式」といい、第２号から

第６号までの証券および第12号ならびに第17号の証券

または証書のうち第２号から第６号までの証券の性質

を有するものを以下「公社債」といい、第13号の証券

および第14号の証券を以下「投資信託証券」といいま

す。 

 

 

②～⑤（省略） 

⑥ 私募により募集された国内の社債（短期社債等を

除く）および市場価格で売却できない外債への投

資が、信託財産の純資産総額の100分の15を超える

こととなる投資の指図をしません。 

［運用の権限委託］ 

第11条の２ 委託者は、運用の指図に関する権限のうち、次に

定める権限を次の者に委託します。 
商号 委託する範

囲 

所在地 

ブラックロ

ック・ファ

イナンシャ

ル・マネジ

メント・イ

外国債券等

（主として

米州地域）

の運用なら

びに当該運

40 East 52nd 

Street New 

York, NY USA

［運用の権限委託］ 

第11条の２ （削除） 

 



ンク

(BlackRock 

Financial 

Management, 

Inc.) 

用に付随す

る為替売買

および為替

ヘッジの指

図に関する

権限 

日本の債券

等の一部運

用に関する

権限 

投資信託財

産にかかる

地域配分等

の包括的な

投資判断を

行 う 権 限

（当該権限

は委託者と

共有するも

の と し ま

す。） 

ブラックロ

ック･インベ

ストメン

ト・マネジ

メント（Ｕ

Ｋ）リミテ

ッド

(BlackRock 

Investment 

Management 

(UK) 

Limited) 

外国債券等

（主として

欧州地域）

の運用なら

びに当該運

用に付随す

る為替売買

および為替

ヘッジの指

図に関する

権限 

33 King 

William 

Street, 

London , UK 

ブラックロ

ック・イン

ベストメン

ト・マネジ

メント（オ

ーストラリ

ア）リミテ

ッド

（BlackRock 

Investment 

Management 

(Australia) 

Limited） 

外国債券等

（主として

日本を除く

環太平洋地

域）の運用

ならびに当

該運用に付

随する為替

売買および

為替ヘッジ

の指図に関

する権限 

120 Collins 

Street, 

Melbourne, 

Victoria, 

Australia 

② 前項の委託を受けた者は、この信託契約に関し報酬を

収受しません。 

③ 第１項の規定にかかわらず、委託者は、日本を除く市

場の休場日等に投資環境の変化等が認められた場合等

に必要に応じて、外国債券等の運用ならびに当該運用

に付随する為替売買および為替ヘッジの指図を自ら行

うことができます。 

④ 第１項の規定にかかわらず、第１項により委託を受け

たものが、法律に違反した場合、この信託約款の違反

となる運用の指図に関する権限の行使をした場合、信

託財産に重大な損失を生ぜしめた場合等、その他の理

由により必要と認められる場合には、委託者は、運用

の指図に関する権限の委託を中止またはその委託内容

を変更することができます。 

［先物取引等の運用指図・目的・範囲］ 

第15条 委託者は、信託財産が運用対象とする有価証券の価格

変動リスクを回避するため、または信託財産の効率的

運用のため、わが国の証券取引所における有価証券先

物取引、有価証券指数等先物取引および有価証券オプ

ション取引（証券インデックス・オプション取引を含

む）ならびに外国の取引所におけるこれらの取引と類

似の取引を行なうことの指図をすることができます。

なお、選択権取引はオプション取引に含めるものとし

ます（以下同じ。）。 

［先物取引等の運用指図・目的・範囲］ 

第15条 委託者は、信託財産が運用対象とする有価証券の価格変動リ

スクを回避するため、または信託財産の効率的運用のため、

わが国の証券取引所における有価証券先物取引、有価証券指

数等先物取引および有価証券オプション取引（証券インデッ

クス・オプション取引を含む）ならびに外国の取引所におけ

るこれらの取引と類似の取引を次の範囲で行なうことの指図

をすることができます。なお、選択権取引はオプション取引

に含めるものとします（以下同じ。）。 

1. 先物取引の売建およびコール・オプションの売付の指



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 委託者は、信託財産に属する資産の為替変動リスクを

回避するため、または信託財産の効率的運用のためわ

が国の取引所における通貨に係る先物取引ならびに外

国の取引所における通貨に係る先物取引およびオプシ

ョン取引を行なうことの指図をすることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 委託者は、信託財産に属する資産の価格変動リスクを

回避するため、または信託財産の効率的運用のためわ

が国の取引所における金利に係る先物取引およびオプ

ション取引ならびに外国の取引所におけるこれらの取

引と類似の取引を行なうことの指図をすることができ

ます。 

図は、建玉の合計額が、ヘッジの対象とする有価証券

（以下「ヘッジ対象有価証券」といいます。）の時価

総額の範囲内とします。 

2. 先物取引の買建およびプット・オプションの売付の指

図は、建玉の合計額が、ヘッジ対象有価証券の組入可

能額（組入ヘッジ対象有価証券を差し引いた額）に信

託財産が限月までに受け取る組入公社債、組入外国貸

付債権信託受益証券、組入貸付債権信託受益権および

組入抵当証券の利払金および償還金を加えた額を限度

とし、かつ信託財産が限月までに受け取る組入有価証

券および組入抵当証券に係る利払金および償還金等な

らびに第10条第２項第1号から第４号に掲げる金融商品

で運用している額の範囲内とします。 

② 委託者は、信託財産に属する資産の為替変動リスクを回避す

るため、または信託財産の効率的運用のためわが国の取引所

における通貨に係る先物取引ならびに外国の取引所における

通貨に係る先物取引およびオプション取引を次の範囲で行な

うことの指図をすることができます。 

1. 先物取引の売建およびコール・オプションの売付の指

図は、建玉の合計額が、為替の売予約と合わせてヘッ

ジ対象とする外貨建資産（外国通貨表示の有価証券

（以下「外貨建有価証券」といいます。）、預金その

他の資産をいいます。以下同じ。）の時価総額と親投

資信託の信託財産に属するヘッジ対象とする外貨建資

産の時価総額のうち信託財産に属するとみなした額

（信託財産に属する親投資信託の時価総額に親投資信

託の信託財産純資産総額に占めるヘッジ対象とする外

貨建資産の時価総額の割合を乗じて得た額をいいま

す。）との合計額の範囲内とします。 

2. 先物取引の買建およびプット・オプションの売付の指

図は、建玉の合計額が、為替の買予約と合わせて、外

貨建有価証券の買付代金等実需の範囲内とします。 

③ 委託者は、信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避す

るため、または信託財産の効率的運用のためわが国の取引所

における金利に係る先物取引およびオプション取引ならびに

外国の取引所におけるこれらの取引と類似の取引を次の範囲

で行なうことの指図をすることができます。 

1. 先物取引の売建およびコール・オプションの売付の指

図は、建玉の合計額が、ヘッジ対象とする金利商品

（信託財産が１年以内に受け取る組入有価証券および

組入抵当証券の利払金および償還金等ならびに第10条

第２項第１号から第４号に掲げる金融商品で運用され

ているものをいい、以下「ヘッジ対象金利商品」とい

います。）の時価総額の範囲内とします。 

2. 先物取引の買建およびプット・オプションの売付の指

図は、建玉の合計額が、信託財産が限月までに受け取

る組入有価証券および組入抵当証券に係る利払金およ

び償還金等ならびに第16条第２項第1号から第４号に掲

げる金融商品で運用している額（以下本号において

「金融商品運用額等」といいます。）の範囲内としま

す。ただし、ヘッジ対象金利商品が外貨建で、信託財

産の外貨建資産組入可能額（約款上の組入可能額から

保有外貨建資産の時価総額を差し引いた額。以下同

じ。）に信託財産が限月までに受け取る外貨建組入公

社債および組入外国貸付債権信託受益証券ならびに外

貨建組入貸付債権信託受益権の利払金および償還金を

加えた額が当該金融商品運用額等の額より少ない場合

には外貨建資産組入可能額に信託財産が限月までに受

け取る外貨建組入有価証券に係る利払金および償還金

等を加えた額を限度とします。 

 
［金利先渡取引、為替先渡取引および直物為替先渡取引の運用

範囲］ 

第18条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運

用に資するため金利先渡取引、為替先渡取引お

よび直物為替先渡取引を行なうことの指図をす

ることができます。 

② 金利先渡取引、為替先渡取引および直物為替先
渡取引の指図にあたっては、当該取引の決済日

が、原則として第３条に定める信託期間を超え

［金利先渡取引および為替先渡取引の運用範囲］ 

第18条 委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に

資するため金利先渡取引および為替先渡取引を行な

うことの指図をすることができます。 

② 金利先渡取引および為替先渡取引の指図にあたって
は、当該取引の決済日が、原則として第３条に定め

る信託期間を超えないものとします。ただし、当該

取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものにつ

いてはこの限りではありません。 



ないものとします。ただし、当該取引が当該信

託期間内で全部解約が可能なものについてはこ

の限りではありません。 
 

③ 委託者は、金利先渡取引、為替先渡取引および
直物為替先渡取引を行なうにあたり担保の提供

あるいは受入れが必要と認めたときは、担保の

提供あるいは受入れの指図を行なうものとしま

す。 

 

 

③ 金利先渡取引および為替先渡取引の評価は、当該取引契約の

相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額で評価するも

のとします。 

④ 委託者は、金利先渡取引および為替先渡取引を行な
うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認め

たときは、担保の提供あるいは受入れの指図を行な

うものとします。 
［外国為替予約の指図および範囲］ 

第23条 委託者は、信託財産に属する外貨建資産について、当

該外貨建資産の為替ヘッジのため、外国為替の売買の

予約を指図することができます。 

 
 

［外国為替予約の指図および範囲］ 

第23条 委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、外国為替

の売買の予約取引の指図をすることができます。 

② 前項の予約取引の指図は、信託財産にかかる為替の買予約の

合計額と売予約の合計額との差額につき円換算した額が、信

託財産の純資産総額を超えないものとします。ただし、信託

財産に属する外貨建資産の為替変動リスクを回避するために

する当該予約取引の指図については、この限りではありませ

ん。 

③ 前項の限度額を超えることとなった場合には、委託者は所定

の期間内に、その超える額に相当する為替予約の一部を解消

するための外国為替の売買の予約取引の指図をするものとし

ます。 

 

 
 

 


